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消費者庁及び消費者委員会設置法 

（平成二十一年六月五日法律第四十八号） 

 
（所掌事務） 
第四条 消費者庁は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務（第六条第

二項に規定する事務を除く。）をつかさどる。 
一 消費者の利益の擁護及び増進に関する基本的な政策の企画及び立案並び

に推進に関すること。 
二 消費者の利益の擁護及び増進に関する関係行政機関の事務の調整に関す

ること。 
三 消費者の利益の擁護及び増進を図る上で必要な環境の整備に関する基本

的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 
四 消費者安全法（平成二十一年法律第号）の規定による消費者安全の確保

に関すること。 
五 宅地建物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）の規定による宅地

建物取引業者の相手方等（同法第三十五条第一項第十四号イに規定するも

のに限る。）の利益の保護に関すること。 
六 旅行業法（昭和二十七年法律第二百三十九号）の規定による旅行者の利

益の保護に関すること。 
七 割賦販売法（昭和三十六年法律第百五十九号）の規定による購入者等（同

法第一条第一項に規定するものをいう。）の利益の保護に関すること。 
八 消費生活用製品安全法（昭和四十八年法律第三十一号）第三章第二節の

規定による重大製品事故に関する措置に関すること。 
九 特定商取引に関する法律（昭和五十一年法律第五十七号）の規定による

購入者等（同法第一条に規定するものをいう。）の利益の保護に関すること。 
十 貸金業法（昭和五十八年法律第三十二号）の規定による個人である資金

需要者等（同法第二十四条の六の三第三項に規定するものをいう。）の利益

の保護に関すること。 
十一 特定商品等の預託等取引契約に関する法律（昭和六十一年法律第六十

二号）の規定による預託者の利益の保護に関すること。 
十二 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成十四年法律第二

十六号）の規定による特定電子メールの受信をする者の利益の保護に関す

ること。 
十三 食品安全基本法（平成十五年法律第四十八号）第二十一条第一項に規

定する基本的事項の策定並びに食品の安全性の確保に関する関係者相互間
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の情報及び意見の交換に関する関係行政機関の事務の調整に関すること。 
十四 不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号）第

二条第三項又は第四項に規定する景品類又は表示（第六条第二項第一号ハ

において「景品類等」という。）の適正化による商品及び役務の消費者によ

る自主的かつ合理的な選択の確保に関すること。 
十四の二 米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法

律 （平成二十一年法律第二十六号）の施行に関する事務のうち同法第二条
第三項 に規定する指定米穀等の産地の伝達（酒類の販売、輸入、加工、製
造又は提供の事業に係るものを除く。）に関すること。 
十五 食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）第十九条第一項（同

法第六十二条第一項において準用する場合を含む。）に規定する表示につい

ての基準に関すること。 
十六 食品衛生法第二十条（同法第六十二条第一項において準用する場合を

含む。）に規定する虚偽の又は誇大な表示又は広告のされた同法第四条第一

項、第二項、第四項若しくは第五項に規定する食品、添加物、器具若しく

は容器包装又は同法第六十二条第一項に規定するおもちゃの取締りに関す

ること。 
十七 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和二十五年

法律第百七十五号）第十九条の十三第一項から第三項までに規定する基準

に関すること。 
十八 家庭用品品質表示法（昭和三十七年法律第百四号）第三条第一項に規

定する表示の標準となるべき事項に関すること。 
十九 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年法律第八十一号）

第二条第三項に規定する日本住宅性能表示基準に関すること（個人である

住宅購入者等（同条第四項に規定するものをいう。）の利益の保護に係るも

のに限る。）。 
二十 健康増進法（平成十四年法律第百三号）第二十六条第一項に規定する

特別用途表示、同法第三十一条第一項に規定する栄養表示基準及び同法第

三十二条の二第一項に規定する表示に関すること。 
二十一 物価に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 
二十二 公益通報者（公益通報者保護法（平成十六年法律第百二十二号）第

二条第二項に規定するものをいう。第六条第二項第一号ホにおいて同じ。）

の保護に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 
二十三 個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）第七条

第一項に規定する個人情報の保護に関する基本方針の策定及び推進に関す

ること。 
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二十四 消費生活の動向に関する総合的な調査に関すること。 
二十五 所掌事務に係る国際協力に関すること。 
二十六 政令で定める文教研修施設において所掌事務に関する研修を行うこ

と。 
二十七 前各号に掲げるもののほか、法律（法律に基づく命令を含む。）に基

づき消費者庁に属させられた事務 

 
 

消費者安全法 

（平成二十一年六月五日法律第五十号） 

 
（消費者事故等に関する情報の集約及び分析等） 
第十三条 内閣総理大臣は、前条第一項又は第二項の規定による通知により得

た情報その他消費者事故等に関する情報が消費者安全の確保を図るため有効

に活用されるよう、迅速かつ適確に、当該情報の集約及び分析を行い、その

結果を取りまとめるものとする。 
２ 内閣総理大臣は、前項の規定により取りまとめた結果を、関係行政機関、

関係地方公共団体及び国民生活センターに提供するとともに、消費者委員会

に報告するものとする。 
３ 内閣総理大臣は、第一項の規定により取りまとめた結果を公表しなければ

ならない。 
４ 内閣総理大臣は、国会に対し、第一項の規定により取りまとめた結果を報

告しなければならない。 

 
（資料の提供要求等） 
第十四条 内閣総理大臣は、前条第一項の規定による情報の集約及び分析並び

にその結果の取りまとめを行うため必要があると認めるときは、関係行政機

関の長、関係地方公共団体の長、国民生活センターの長その他の関係者に対

し、資料の提供、意見の表明、消費者事故等の原因の究明のために必要な調

査、分析又は検査の実施その他必要な協力を求めることができる。 
２ 内閣総理大臣は、消費者事故等の発生又は消費者事故等による被害の拡大

の防止を図るため必要があると認めるときは、関係都道府県知事又は関係市

町村長に対し、消費者事故等に関して必要な報告を求めることができる。 

 
（消費者への注意喚起） 



4 
 

第十五条 内閣総理大臣は、第十二条第一項又は第二項の規定による通知を受

けた場合その他消費者事故等の発生に関する情報を得た場合において、当該

消費者事故等による被害の拡大又は当該消費者事故等と同種若しくは類似の

消費者事故等の発生（以下「消費者被害の発生又は拡大」という。）の防止を

図るため消費者の注意を喚起する必要があると認めるときは、当該消費者事

故等の態様、当該消費者事故等による被害の状況その他の消費者被害の発生

又は拡大の防止に資する情報を都道府県及び市町村に提供するとともに、こ

れを公表するものとする。 
２ 内閣総理大臣は、前項の規定による公表をした場合においては、独立行政

法人国民生活センター法（平成十四年法律第百二十三号）第四十四条第一項

の規定によるほか、国民生活センターに対し、前項の消費者被害の発生又は

拡大の防止に資する情報の消費者に対する提供に関し必要な措置をとること

を求めることができる。 
３ 独立行政法人国民生活センター法第四十四条第二項の規定は、前項の場合

について準用する。 

 
（他の法律の規定に基づく措置の実施に関する要求） 
第十六条 内閣総理大臣は、第十二条第一項又は第二項の規定による通知を受

けた場合その他消費者事故等の発生に関する情報を得た場合において、消費

者被害の発生又は拡大の防止を図るために実施し得る他の法律の規定に基づ

く措置があり、かつ、消費者被害の発生又は拡大の防止を図るため、当該措

置が速やかに実施されることが必要であると認めるときは、当該措置の実施

に関する事務を所掌する大臣に対し、当該措置の速やかな実施を求めること

ができる。 
２ 内閣総理大臣は、前項の規定により同項の措置の速やかな実施を求めたと

きは、同項の大臣に対し、その措置の実施状況について報告を求めることが

できる。 

 
（事業者に対する勧告及び命令） 
第十七条 内閣総理大臣は、商品等又は役務が消費安全性を欠くことにより重

大事故等が発生した場合（当該重大事故等による被害の拡大又は当該重大事

故等とその原因を同じくする重大事故等の発生（以下「重大消費者被害の発

生又は拡大」という。）の防止を図るために実施し得る他の法律の規定に基づ

く措置がある場合を除く。）において、重大消費者被害の発生又は拡大の防止

を図るため必要があると認めるときは、当該商品等（当該商品等が消費安全

性を欠く原因となった部品、製造方法その他の事項を共通にする商品等を含
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む。以下この項において同じ。）又は役務を供給し、提供し、又は利用に供す

る事業者に対し、当該商品等又は役務につき、必要な点検、修理、改造、安

全な使用方法の表示、役務の提供の方法の改善その他の必要な措置をとるべ

き旨を勧告することができる。 
２ 内閣総理大臣は、前項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由が

なくてその勧告に係る措置をとらなかった場合において、重大消費者被害の

発生又は拡大の防止を図るため特に必要があると認めるときは、当該事業者

に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
３ 内閣総理大臣は、重大消費者被害の発生又は拡大の防止を図るために他の

法律の規定に基づく措置が実施し得るに至ったことその他の事由により前項

の命令の必要がなくなったと認めるときは、同項の規定による命令を変更し、

又は取り消すものとする。 
４ 内閣総理大臣は、第二項の規定による命令をしようとするとき又は前項の

規定による命令の変更若しくは取消しをしようとするときは、あらかじめ、

消費者委員会の意見を聴かなければならない。 
５ 内閣総理大臣は、第二項の規定による命令をしたとき又は第三項の規定に

よる命令の変更若しくは取消しをしたときは、その旨を公表しなければなら

ない。 

 
（譲渡等の禁止又は制限） 
第十八条 内閣総理大臣は、商品等が消費安全性を欠くことにより重大事故等

が発生し、かつ、当該重大事故等による被害が拡大し、又は当該重大事故等

とその原因を同じくする重大事故等が発生する急迫した危険がある場合（重

大消費者被害の発生又は拡大の防止を図るために実施し得る他の法律の規定

に基づく措置がある場合を除く。）において、重大消費者被害の発生又は拡大

を防止するため特に必要があると認めるときは、必要な限度において、六月

以内の期間を定めて、当該商品等（当該商品等が消費安全性を欠く原因とな

った部品、製造方法その他の事項を共通にする商品等を含む。）を事業として

又は事業のために譲渡し、引き渡し、又は役務に使用することを禁止し、又

は制限することができる。 
２ 内閣総理大臣は、重大消費者被害の発生又は拡大の防止を図るために他の

法律の規定に基づく措置が実施し得るに至ったことその他の事由により前項

の禁止又は制限の必要がなくなったと認めるときは、同項の規定による禁止

又は制限の全部又は一部を解除するものとする。 
３ 内閣総理大臣は、第一項の規定による禁止若しくは制限をしようとすると

き又は前項の規定による禁止若しくは制限の全部若しくは一部の解除をしよ
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うとするときは、あらかじめ、消費者委員会の意見を聴かなければならない。 
４ 第一項の規定による禁止若しくは制限又は第二項の規定による禁止若しく

は制限の全部若しくは一部の解除は、内閣府令で定めるところにより、官報

に告示して行う。 

 
（回収等の命令） 
第十九条 内閣総理大臣は、事業者が前条第一項の規定による禁止又は制限に

違反した場合においては、当該事業者に対し、禁止又は制限に違反して譲渡

し、又は引き渡した商品又は製品の回収を図ることその他当該商品等による

重大消費者被害の発生又は拡大を防止するため必要な措置をとるべきことを

命ずることができる。 

 
（報告、立入調査等） 
第二十二条 内閣総理大臣は、この法律の施行に必要な限度において、事業者

に対し、必要な報告を求め、その職員に、当該事業者の事務所、事業所その

他その事業を行う場所に立ち入り、必要な調査若しくは質問をさせ、又は調

査に必要な限度において当該事業者の供給する物品を集取させることができ

る。ただし、物品を集取させるときは、時価によってその対価を支払わなけ

ればならない。 
２ 前項の規定により立入調査、質問又は集取をする職員は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならな

い。 
３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

 
 

独立行政法人国民生活センター法 

（平成十四年十二月四日法律第百二十三号） 

 
第十条 センターは、第三条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。  
一 国民に対して国民生活の改善に関する情報を提供すること。 
二 国民生活に関する国民からの苦情、問合せ等に対して必要な情報を提供

すること。 
三 前二号に掲げる業務に類する業務を行う行政庁、団体等の依頼に応じて

国民生活に関する情報を提供すること。 
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四 国民生活の実情及び動向に関する総合的な調査研究を行うこと。 
五 国民生活に関する情報を収集すること。 
六 重要消費者紛争の解決を図ること。 
七 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 
（情報の収集、公表等）  
第四十二条 センターは、消費者紛争の発生を防止するため、消費生活に関す

る情報を有する地方公共団体その他の者に対し、当該情報の提供を依頼する

ことができる。  
２ センターは、前項の規定により提供を受けた情報その他収集した消費生活

に関する情報を整理し、及び分析し、国民生活の安定及び向上を図るために

必要と認める場合には、その結果を公表し、又は関係行政機関に対し、意見

を付して当該結果を通知するものとする。 


